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給食の実施に関する訓令（昭和３５年防衛庁訓令第５４号）に基づき、及び乗員の範囲

等に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第６号）第４条第２項の規定を実施するため、給

食実施の手続に関する達を次のように定める。 

目次 
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第５章 給食審査（第３４条―第３６条） 
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附則 

第１章 総則 



（目的） 

第１条 この達は、海上自衛隊における給食の実施の手続に関し必要な事項を定めること

を目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この達において次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に示すとおり

とする。 

⑴ 「部隊等」とは、海上自衛隊の部隊及び機関（海上幕僚長の監督を受ける自衛隊地

区病院（以下「病院」という。）を含む。）をいう。 

⑵ 「護衛艦隊司令官等」とは、護衛艦隊司令官、航空集団司令官、潜水艦隊司令官、

掃海隊群司令、地方総監、教育航空集団司令官、練習艦隊司令官、海上自衛隊補給本

部長（以下「補給本部長」という。）、海洋業務・対潜支援群司令及び開発隊群司令

をいう。 

⑶ 「学校長等」とは、次号に規定する給食実施機関の長たる海上自衛隊の学校（以下

「学校」という。）の学校長及び病院の病院長をいう。 

⑷ 「給食実施機関」とは、別表左欄に掲げる給食実施機関をいう。 

⑸ 「警備区域内の給食実施機関」とは、自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９

号）別表第４に定めるそれぞれの警備区域内に所在する部隊等の給食実施機関及び当

該警備区域内の港を定係港とする艦船の給食実施機関をいう。 

⑹ 「部外者」とは、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第２条第５項に規定する

隊員以外の者をいう。 

⑺ 「アメリカ合衆国等の軍隊」とは、給食の実施に関する訓令（昭和３５年防衛庁訓

令第５４号。以下「訓令」という。）第２５条第１項第１号及び第２号に掲げる部外

者をいう。 

⑻ 「教育訓練を受ける部外者」とは、訓令第２５条第１項第３号に掲げる部外者をい

う。 

⑼ 「視察見学者」とは、訓令第２５条第１項第４号に掲げる部外者のうち、自衛隊法

第１１６条の２第１項に規定するものをいう。 

⑽ 「契約業者」とは、訓令第２５条第１項第４号に掲げる部外者のうち、自衛隊法第

１１６条の２第２項に規定するものをいう。 

⑾ 「食需伝票等」とは、食需伝票、給食依頼書及び部外者食券並びに訓令第２５条第

２項に規定する送り状の謄本又は役務受諾証をいう。 

⑿ 「機上食」とは、防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（昭和２７年政令第３

６８号。以下「施行令」という。）第１４条第２項第４号の２に該当して支給される

食事及び乗員の範囲等に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第６号）第７条第２項及

び第３項の規定に基づき支給される食事をいう。 

⒀ 「現品」とは、調理に使用する糧食の材料をいう。 

⒁ 「携行食」とは、乾パン、詰合わせ食、缶詰飯、パン等で給食実施機関を離れて行



動する隊員が携行する糧食をいう。 

⒂ 「有料給食」とは、施行令第１５条の規定に基づく食事の支給をいう。 

⒃ 「部外者給食」とは、訓令第２５条の規定に基づく食事の支給をいう。 

⒄ 「給食対象人員」とは、給食実施機関において食事の支給を受けることができる人

員をいう。 

⒅ 「給食人員」とは、食事を喫食する見込み人員又は食事の支給を申請した人員をい

う。 

⒆ 「給食数」とは、喫食する見込みの食数又は申請された食数をいう。 

⒇ 「延給食人員」とは、給食人員の合計をいう。 

(21) 「延給食数」とは、給食数の合計をいう。 

(22) 「給食額」とは、実際に給食に使用した生糧品、貯糧品及び非常用糧食の使用実績

額をいう。 

(23) 「給食限度額」とは、給食実施機関において給食に使用できる生糧品、貯糧品及び

非常用糧食の限度額であって、定額を用いて算出した額又は割当額に前月までの残額

を加えた額をいう。 

（給食実施機関の給食対象部隊等） 

第３条 給食実施機関の給食対象部隊等は、別表左欄に掲げる給食実施機関について、そ

れぞれ当該右欄に掲げる部隊等とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、別表による給食対象部隊等の区分によりがたい部隊等につ

いては、それぞれ最寄りの給食実施機関の給食対象部隊等に含めるものとする。 

３ 給食実施機関の長は、当該給食実施機関において食事の支給を受けるべき隊員が、勤

務場所及び隊舎の所在地の状況により当該給食実施機関で給食を受けることが困難であ

り、かつ、他の給食実施機関による食事の支給を必要とする場合には、当該他の給食実

施機関の長と協議の上、俸給支給機関の長の承認を得て、当該他の給食実施機関の長に

その権限の全部又は一部を委任することができる。 

（部隊等の長の意見通報） 

第４条 給食実施機関以外の部隊等の長は、常に隊員の喫食状況に留意し、随時所要の意

見を給食実施機関の長に通報するものとする。 

（食数管理単位及び食数管理者） 

第５条 部隊等の課（科）室、分隊又はこれに準ずるものを食数管理単位とし、その長を

食数管理者とする。ただし、部隊等の長は、給食人員を容易に、かつ、正確に把握でき

る場合は、二つ以上の食数管理単位を１食数管理単位とすることができる。 

２ 部隊等の長は、食数管理単位及び食数管理者を俸給支給機関の長に通報するものとす

る。 

（給食担当官等） 

第６条 給食実施機関ごとに給食担当官１人を置く。ただし、給食施設が二つ以上あると

きは、必要に応じそれぞれ給食担当官の補助者を置くことができる。 



２ 給食担当官及び給食担当官補助者は、給食実施機関の長が命ずる。 

３ 給食担当官は、給食計画の作成、調理及び配食並びにこれらに伴う糧食、給食用器

材、食堂、調理室及び倉庫等の管理事務、会計事務及び作業管理事務について給食実施

機関の長を補佐する。 

（食品衛生管理官） 

第７条 給食実施機関の長は、訓令第５条第２項に定める、資格を有する者を食品衛生管

理官に命ずることのできないときは、当分の間、特技職衛生医事幹部又は特技職衛生員

に認定された自衛官をもってこれに充てることができる。 

（栄養担当官） 

第８条 給食実施機関の長は、訓令第５条第３項に定める、栄養士の資格を有する者を栄

養担当官に命ずることのできないときは、当分の間、海曹給養課程を修了した自衛官を

もってこれに充てることができる。 

（給食委員会） 

第９条 訓令第４条第２項の規定による給食委員会は、給食対象部隊等の幹部、海曹及び

海士の委員若干名をもって構成するものとする。この場合において、委員の過半数は、

無料支給の対象者とする。 

２ 給食委員会は、給食実施機関の長の諮問に応じ、給食の向上及び給食実施の効果的運

営を期するため、給食実施計画、献立、その他給食の実施について必要な事項を審議

し、並びにこれに関し必要な事項を答申する。 

３ 給食委員会の運営について必要な事項は、給食実施機関の長が定める。 

（定額、定量及び栄養摂取基準量） 

第10条 基本食、増加食及び加給食の定額、定量及び栄養摂取基準量については、年度ご

とに別に定める。 

第２章 隊員に対する給食の区分 

（基本食の有料支給） 

第11条 給食実施機関の長は、隊員が次の各号に掲げる場合に該当し、かつ、俸給支給機

関の長が食事を支給する必要があると認めるときは、当該隊員に有料給食をすることが

できる。 

⑴ 幹部自衛官及び准海尉たる自衛官（以下この号において「幹部自衛官等」とい

う。）が、営舎内に居住することを許可された場合又は幹部自衛官等が営舎内に居住

することを命ぜられた場合 

⑵ 営舎外居住自衛官が警衛勤務を命ぜられ、又は営舎外居住自衛官若しくは事務官等

（以下「営外者等」という。）が当直勤務を命ぜられた場合 

⑶ 営外者等が、天災地変等による交通の途絶のためやむを得ず営舎内（これに相当す

る場所を含む。）に宿泊する場合であって、当該営外者等に食事を支給する必要性が

認められ、かつ、当該営外者等がこれを求めた場合 

⑷ 部隊等が実施する日帰りの訓練及び演習に際し、営舎外居住自衛官に食事を支給す



る必要性が認められ、かつ、当該営舎外居住自衛官がこれを求めた場合 

⑸ 営外者等が通常の勤務時間外において、勤務の必要により勤務することを命ぜられ

た場合であって、当該営外者等に食事を支給する必要性が認められ、かつ、当該営外

者等がこれを求めた場合 

⑹ 部隊等の学生の教育訓練に従事する営外者等（教官及び班長に限る。）が当該部隊

等の学生の教育訓練に従事する上で、当該営外者等に食事を支給する必要性が認めら

れ、かつ、当該営外者等がこれを求めた場合 

⑺ 営舎外居住自衛官が基本食と併せて航空加給食、潜水加給食及び特別警備隊加給食

の支給を受ける場合 

⑻ 部隊等の所在地が離島その他のへき地である等の勤務環境の事情から当該部隊等に

勤務する営外者等に食事を支給する必要性が認められ、かつ、当該営外者等がこれを

求めた場合 

⑼ 部隊等の長が隊員を統率する上で、当該隊員と会食する必要がある場合 

⑽ 前各号に掲げる場合のほか、食事の支給が特に必要と認められる場合 

２ 有料給食をすることができる食数は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 前項第１号から第３号までに該当する場合は、１日につき３食まで 

⑵ 前項第４号から第１０号までに該当する場合は、１日につき１食（特に必要がある

場合は、１日につき３食まで） 

（機上食） 

第12条 機上食は、航空機が離陸してから、着陸するまでの間引き続き４時間以上の飛行

を行う場合に給食する。この場合において、出発地から目的地までの間に、燃料補給等

のため着陸する場合は、その補給等のために要する時間が１時間以内の場合に限り当該

補給等のために要した時間を、引き続き飛行したものとみなす。 

（患者食） 

第13条 患者食は、病院又は入院診療を行う医務室に収容されている患者に対して給食す

るものとし、その細部については、病院長及び当該医務室を有する衛生隊の長が定め

る。 

（増加食） 

第14条 増加食は、演習等増加食、潜水増加食、航空作業等増加食、夜食及び災害派遣増

加食とし、支給基準等については年度ごとに別に定める。 

２ 増加食は、割り当てられた予算の範囲内において、給食するものとする。 

３ 航空作業等増加食及び演習等増加食のうち、夜間手術に従事する隊員に支給する増加

食は、夜食と併給することができない。また、航空作業等増加食及び夜食は、機上食を

夕食後給食した場合は給食してはならない。 

（加給食） 

第15条 加給食は、航空加給食、潜水加給食及び特別警備隊加給食とし、支給基準等につ

いては年度ごとに別に定める。 



２ 航空加給食は航空機乗員に、潜水加給食は水中処分を任務とする隊員に、特別警備隊

加給食は特別警備業務を任務とする隊員に、それぞれ給食する。 

（現品給食） 

第16条 小人数の部隊等の隊員及び給食実施機関を短期間離れて行動する隊員には、必要

に応じ基本食、増加食又は加給食として現品を支給することができる。 

２ 隊員は、計画変更等により、支給を受けた現品に未使用品を生じた場合には、未使用

品を返納するものとする。ただし、衛生管理上不適当である場合は、この限りでない。 

（携行食） 

第17条 出動、災害派遣、地震防災派遣、原子力災害派遣等で、給食実施機関を離れて行

動する隊員には、必要に応じ基本食又は増加食として携行食を支給することができる。 

第３章 給食の実施 

（給食計画） 

第18条 海上幕僚長は、当該年度における給食基本方針を定め、護衛艦隊司令官等及び学

校長等に通達する。 

２ 護衛艦隊司令官等は、前項の給食基本方針に基づき、部隊等の特性を考慮して当該年

度の給食方針を定め、隷下の部隊等の長に通達するものとする。この場合において、護

衛艦隊司令官等が、護衛艦隊司令官、潜水艦隊司令官、掃海隊群司令、練習艦隊司令

官、海洋業務・対潜支援群司令及び開発隊群司令であるときは、その写しを関係する地

方総監に送付するものとする。 

３ 給食実施機関の長は、前項の給食基本方針又は給食方針に基づき、訓令第１６条の規

定による年度給食実施計画及び四半期給食実施計画を作成するものとする。この場合に

おいて、四半期給食実施計画は、前四半期の給食実施計画を分析検討して作成するもの

とする。 

（給食人員の通報） 

第19条 食数管理者は、毎月その翌月の基本食について１日平均の給食人員を給食実施月

の前月２０日までに、給食担当官に通報するものとする。ただし、遠洋練習航海、米国

派遣訓練、外洋練習航海、南極地域観測支援行動等（以下「海外派遣訓練等」とい

う。）において給食人員に移動のない場合は、省略することができる。 

２ 食数管理者は、基本食、機上食、増加食及び、加給食を必要とする人員を毎日食需伝

票（別記様式第１）により給食担当官に通報するものとする。ただし、海外派遣訓練等

において給食人員に移動のない場合は、その期間、１葉で処理することができる。 

（標準献立表等） 

第20条 造修補給所長は、毎月警備区域内の給食実施機関（海上自衛隊第１術科学校（以

下「第１術科学校」という。）、海上自衛隊航空補給処（以下「航空補給処」とい

う。）、病院、基地隊、第２４航空隊及び航空基地隊を除く。）の標準献立表（別記様

式第２）を陸上隊員及び艦船乗組員に区分して作成し、給食実施月の前前月の末日まで

に当該給食実施機関の長に送付するものとする。 



２ 前項の標準献立表の作成に関し必要な事項は、造修補給所長が定めるものとする。 

３ 第１項の給食実施機関の長は、送付された標準献立表に基づき、部隊等の訓練作業等

の状況を勘案し、献立表（別記様式第２）を作成し給食を実施するものとする。ただ

し、標準献立表どおりの給食を実施する場合には、当該標準献立表を使用することをも

って、献立表の作成に代えることができる。 

４ 第１項の給食実施機関以外の給食実施機関の長は、訓令第１７条の規定により献立表

（別記様式第２）を作成し、給食を実施するものとする。 

（給食依頼） 

第21条 俸給支給機関の長又は旅行命令権者は、他の給食実施機関（自衛隊中央病院、防

衛大学校、防衛医科大学、陸上自衛隊及び航空自衛隊の給食実施機関を含む。）に給食

を依頼する場合には、給食を受ける日の少なくとも３日前までに、人員及び食事区分に

ついて協議するとともに、給食依頼書（別記様式第３）をあらかじめ送付するか又は本

人に携行させるものとする。 

（給食人員集計表） 

第22条 給食担当官は、食需伝票等により給食人員を給食人員集計表（別記様式第４）に

記録し、この人員に基づいて食事の準備を行うものとする。 

２ 食需伝票等が訂正された場合は、前項の給食人員集計表を訂正するものとする。 

（食需伝票等の訂正） 

第23条 食数管理者は、食需伝票を提出後、その記載事項を訂正する必要があるときは、

速やかに食需伝票の訂正について俸給支給機関の長の承認を受け、これを給食担当官に

通報し、食事の準備前に限り食需伝票を訂正することができる。ただし、有料給食に係

る食需伝票は、公務上の理由によりやむを得ず給食を受けられない場合のほかは訂正す

ることができない。 

２ 第２１条の給食依頼書、第３１条の部外者食券（同条ただし書の規定によりこれに代

えて使用するものを含む。）及び訓令第２５条第２項に規定する送り状の謄本又は役務

受諾証を訂正する必要があるときは、速やかにこれらの訂正を給食担当官に通報し、食

事の準備前に限りこれらを訂正することができる。 

（検食等） 

第24条 訓令第６条の規定に基づき検食をする者（以下「検食者」という。）は、副長又

はこれに準ずる配置にある者及び食品衛生管理官とする。ただし、副長又はこれに準ず

る配置にある者が不在の場合は、当直幹部を命ぜられた者とする。 

２ 前項の検食者は、毎食前に適量（検査するために必要な最小限度の量をいう。）を検

食し、給食について必要な指導を行うとともに検食簿（別記様式第５）に所見を記入す

るものとする。ただし、１回１００食未満又は１日２５０食未満の給食実施機関（艦船

を除く。）であって糧食費の適正な使用の妨げになる場合は、この限りでない。 

３ 給食担当官は、訓令第６条第２項の規定に基づき食品衛生管理官が行う保管のため、

毎食ごとに適量を保存食として適切な状態で一定の期間保存しなければならない。 



（残飯及び残菜） 

第25条 給食担当官は、毎日残飯及び残菜を、検食簿の残飯発生記録欄に記録するととも

に、これを物品供用官に引継ぐものとする。 

（糧食の補給手続） 

第26条 糧食の補給手続は、補給本部長の定めるところによるものとする。 

（非常用糧食の給食） 

第27条 非常用糧食の更新のため非常用糧食を給食したときは、会計年度ごとに、別に示

す品目ごとの整理単価により基本食、増加食及び加給食定額の使用額に計上し、整理し

なければならない。 

２ 訓令第１２条第１項の規定により非常用糧食を給食したときは、前項の整理単価によ

り基本食の使用額に計上し、整理しなければならない。 

第４章 部外者の給食 

（部外者に対する給食） 

第28条 アメリカ合衆国等の軍隊、教育訓練を受ける部外者、視察見学者及び契約業者に

対する給食は、隊員に準じて行うものとする。 

第29条 削除 

（食事の申込み及び受理） 

第30条 部外者の食事の申込み及び受理については、次の各号に掲げるところによる。 

⑴ 教育訓練を受ける部外者が食事を申し込む場合は、教育訓練を担当する部隊等の長

が、あらかじめ給食を行う給食実施機関の長と協議した後、給食人員及び食区分等を

給食を実施する日の３日前までに当該給食実施機関の長に通報するとともに、当該申

込者に給食を実施する旨を通知するものとする。 

⑵ 視察見学者及び契約業者が食事を申し込む場合は、見学等の申請書の余白に給食を

希望する人員、食区分等を記載させ、これを実施担当官（防衛省の広報活動に関する

訓令（昭和３５年防衛庁訓令第３６号）第３条に規定する実施担当官をいう。以下同

じ。）又は契約担当官等（海上自衛隊契約規則（平成２７年海上自衛隊達第４号）第

２条第１０号に定める契約担当官等をいう。）の指定する検査官に提出するものとす

る。 

⑶ 前号による申請書を受理した実施担当官又は検査官は、給食を必要と認めるとき

は、あらかじめ給食を行う給食実施機関の長と協議した後、給食人員及び食区分等を

給食を実施する日の３日前までに当該給食実施機関の長に通報するとともに、当該申

込者に給食を実施する旨を通知するものとする。 

（食券の発行） 

第31条 給食実施機関の長は、前条の規定により給食を実施するときは、部外者食券（別

記様式第６）を作成し、これを本人に交付する。ただし、教育訓練を受ける部外者に対

しては、部外者食券に代えて、給食実施機関の長の定める様式を使用することができ

る。 



第32条 削除 

（食事の配分） 

第33条 給食担当官は、部外者食券と引替えに隊員に準じて部外者に食事を配分するもの

とする。ただし、訓令第２５条第２項に掲げる部外者に対しては、同項に規定する送り

状の謄本又は役務受諾証の内容に従って食事を配分するものとする。 

第５章 給食審査 

（給食審査の基準） 

第34条 給食審査は、関係法令、給食基本方針等に準拠して、次に掲げる事項を基準と

し、重点項目を定めて実施する。 

⑴ 年度給食基本方針等の実施状況 

⑵ 関係法規の遵守状況 

⑶ 定額の運用状況 

⑷ 栄養管理の状況 

⑸ 食品衛生管理の状況 

⑹ 給食施設、設備及び器具の整備状況 

⑺ 給食委員会の運営状況 

⑻ 検査、監査、監察等における指摘事項に対する処置及び改善の状況 

⑼ 事故防止 

⑽ その他必要と認める事項 

（護衛艦隊司令官等の給食審査） 

第35条 次の表の左欄に掲げる者は、当該右欄に掲げる給食実施機関のうちから適宜に給

食実施機関を選び、毎年給食審査を実施するものとする。 

給食審査の実施者 対象給食実施機関 

自 

衛 

艦 

隊 
護 衛 艦 隊 司 令 官 

隷下の給食実施機関 

航 空 集 団 司 令 官 

潜 水 艦 隊 司 令 官 

掃 海 隊 群 司 令  

海洋業務・対潜支援群司令 

開 発 隊 群 司 令 

地方総監 
（注）給食実施機関たる学校及び
病院（以下この表において「学校
等」という。）の給食審査の実施
者は、当該学校等の所在地を警備
区域内に含む地方総監とする。 

隷下の給食実施機関（学校等を含む。） 

教育航空集団司令官、練習艦隊司

令官、補給本部長 
隷下の給食実施機関 

２ 護衛艦隊司令官等は、給食審査の結果を、給食審査実施報告（別記様式第７）により



海上幕僚長に報告するとともに、改善すべき事項は、当該給食実施機関の長に指示又は

通報するものとする。 

３ 護衛艦隊司令官等（地方総監を除く。）は、給食審査の実施について、地方総監に必

要な協力を求めることができる。 

（海上幕僚長の給食審査） 

第36条 海上幕僚長は、毎年特定の給食実施機関について給食審査を実施する。この場合

においては、当該給食実施機関に係る護衛艦隊司令官等の給食業務の指導状況を併せて

審査するものとする。 

２ 海上幕僚長は、前項の給食審査の結果に基づき、給食事務について改善すべき事項等

を、護衛艦隊司令官等に指示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６章 報告等 

（報告） 

第37条 給食に関する報告書の種類、様式、提出要領等は、次の表のとおりとする。 

報告書名 
報告
様式 

報告
書作
成区
分 

報告
期限 

報告又は通報の
責任者 

報告及び通
報先 

備 考 

給食額計
算書 

別記
様式
第８ 

毎月 
翌月
10日 

給
食
実
施
機
関
の
長
で
あ
る
部
隊
等
の
長 

東京音楽隊 
航空補給処 
航空隊(乙) 
航空基地隊 

海上幕僚長 

１ 東京音楽隊にあ
っては、給食額計
算書の報告を省
略することがで
きる。 

２ 海外派遣訓練等
において特殊な
定額を使用する
給食実施機関に
あっては、給食額
計算書を特殊な
定額の使用期間
ごとに集計して
作成する。 

３ 護衛艦隊司令
官等隷下の給食
実施機関は、当該
護衛艦隊司令官
等に給食額計算
書、部外者給食実
績報告及び栄養
管理年報の写し
をそれぞれ送付
する。 

部外者給
食実績報
告 

別記
様式
第９ 

毎年 
４月
10日 

上記以外の
部隊等 

造修補給所
長 

栄養管理
年報 

別記
様式
第10 

給食額計
算書 
(総括表) 

別記
様式
第８ 

各四
半期 

各四
半期
終了
の翌
月25
日 

造修補給所長 海上幕僚長 

総括表は、報告(通
報)された給食額計
算書、部外者給食実
績報告及び栄養管
理年報をそれぞれ
集計して作成する。 

部外者給
食実績報
告書 
(総括表) 

別記
様式
第９ 

毎年 
４月
25日 

栄養管理
年報 
(総括表) 

別記
様式
第10 

給食審査
実施報告 

別記
様式
第７ 

毎年 
４月
末日 

護衛艦隊司令官
等 

海上幕僚長  

（債権発生通知義務） 

第38条 給食実施機関の長は、国の債権の管理等に関する法律（昭和３１年法律第１１４



号）第１２条の規定による債権発生通知義務を有するものとし、給食に関する債権が発

生したときは、当該債権に係る債権管理者にその旨を通知しなければならない。 

（簿表等の保存期間） 

第39条 この達の定める簿表等の保存期間は、次の表のとおりとする。 

名    称 保存期間 名    称 保存期間 

食需伝票 １年 部外者食券 ５年 

標準献立表 １年 給食審査実施報告 ３年 

給食依頼書 １年 給食額計算書（総括表） ３年 

給食人員集計表 ５年 
部外者給食実績報告

（総括表） 
３年 

検食簿 １年 栄養管理年報（総括表） １年 

附 則 

１ この達は、昭和41年４月27日から施行し、昭和41年４月１日から適用する。 

２ この達施行の際改正前の規定による様式で現に存するものについては、当分の間これ

を取り繕い使用することができる。 

附 則〔昭和42年４月１日海上自衛隊達第26号〕 

この達は、昭和42年５月１日から施行する。 

附 則〔昭和42年７月28日海上自衛隊達第44号〕 

この達は、昭和42年７月28日から施行する。 

附 則〔昭和42年９月30日海上自衛隊達第53号〕 

この達は、昭和42年10月１日から施行する。 

附 則〔昭和43年３月15日海上自衛隊達第11号〕 

この達は、昭和43年３月16日から施行する。 

附 則〔昭和43年６月26日海上自衛隊達第36号〕 

この達は、昭和43年６月26日から施行する。 

附 則〔昭和44年３月15日海上自衛隊達第14号〕 

この達は、昭和44年３月15日から施行する。 

附 則〔昭和44年６月４日海上自衛隊達第32号〕 

この達は、昭和44年７月１日から施行する。 

附 則〔昭和44年９月10日海上自衛隊達第46号〕 

この達は、昭和44年９月10日から施行する。 

附 則〔昭和44年９月30日海上自衛隊達第51号〕 

この達は、昭和44年10月１日から施行する。ただし、〔中略〕第11条の規定中第35条第

１項の表海洋業務隊に所属する船舶に係る部分〔中略〕は、同月25日から施行する。 

附 則〔昭和45年３月２日海上自衛隊達第９号〕 

この達は、昭和45年３月２日から施行する。 

附 則〔昭和45年７月１日海上自衛隊達第40号〕 



この達は、昭和45年７月１日から施行する。 

附 則〔昭和45年８月13日海上自衛隊達第61号〕 

この達は、昭和45年８月13日から施行する。 

附 則〔昭和45年９月28日海上自衛隊達第73号〕 

この達は、昭和45年10月１日から施行する。 

附 則〔昭和46年４月１日海上自衛隊達第17号〕抄 

 この達は、昭和46年４月１日から施行する。 

附 則〔昭和46年６月25日海上自衛隊達第35号〕 

この達は、昭和46年６月25日から施行する。 

附 則〔昭和47年２月１日海上自衛隊達第８号〕 

この達は、昭和47年２月１日から施行する。 

附 則〔昭和47年６月５日海上自衛隊達第11号〕 

この達は、昭和47年７月１日から施行する。 

附 則〔昭和47年11月14日海上自衛隊達第64号〕 

この達は、昭和47年12月１日から施行する。 

附 則〔昭和48年３月30日海上自衛隊達第25号〕 

この達は、昭和48年４月１日から施行する。 

附 則〔昭和48年10月16日海上自衛隊達第19号〕 

この達は、昭和48年10月16日から施行する。 

附 則〔昭和51年10月29日海上自衛隊達第40号〕 

１ この達は、昭和51年10月29日から施行する。 

２ この達による改正規定中厚木航空基地隊に係る部分については昭和48年10月16日か

ら、連絡所に係る部分については昭和49年４月11日から、輸送艇及び輸送隊に係る部分

については同年９月30日から、第４術科学校に係る部分については昭和50年10月１日か

ら、補給艦に係る部分については昭和51年５月11日から適用する。 

附 則〔昭和52年12月27日海上自衛隊達第21号〕 

この達は、昭和52年12月27日から施行する。 

附 則〔昭和53年６月30日海上自衛隊達第24号〕 

この達は、昭和53年７月１日から施行する。 

附 則〔昭和55年３月13日海上自衛隊達第６号〕 

この達は、昭和55年３月17日から施行する。 

附 則〔昭和55年11月18日海上自衛隊達第24号〕 

この達は、昭和55年11月18日から施行する。 

附 則〔昭和56年２月10日海上自衛隊達第７号〕 

この達は、昭和56年２月10日から施行する。 

附 則〔昭和56年３月26日海上自衛隊達第15号〕 

この達は、昭和56年３月27日から施行する。 



附 則〔昭和56年７月14日海上自衛隊達第27号〕 

この達は、昭和56年７月15日から施行する。 

附 則〔昭和57年５月27日海上自衛隊達第17号〕 

この達は、昭和57年６月１日から施行する。 

附 則〔昭和57年９月28日海上自衛隊達第26号〕 

この達は、昭和57年10月１日から施行する。 

附 則〔昭和60年３月19日海上自衛隊達第４号〕 

この達は、昭和60年３月27日から施行する。 

附 則〔昭和61年３月17日海上自衛隊達第７号〕 

この達は、昭和61年３月19日から施行する。 

附 則〔昭和61年３月22日海上自衛隊達第８号〕 

この達は、昭和61年３月25日から施行する。 

附 則〔昭和62年５月21日海上自衛隊達第13号〕 

この達は、昭和62年５月21日から施行する。 

附 則〔昭和62年６月29日海上自衛隊達第17号〕 

この達は、昭和62年７月１日から施行する。 

附 則〔昭和62年11月27日海上自衛隊達第34号〕 

この達は、昭和62年12月１日から施行する。 

附 則〔昭和63年４月８日海上自衛隊達第20号〕 

この達は、昭和63年４月８日から施行する。 

附 則〔平成５年３月22日海上自衛隊達第９号〕 

この達は、平成５年３月22日から施行する。 

附 則〔平成７年３月15日海上自衛隊達第５号〕 

この達は、平成７年３月22日から施行する。 

附 則〔平成７年６月27日海上自衛隊達第22号〕 

この達は、平成７年６月30日から施行する。 

附 則〔平成８年10月21日海上自衛隊達第26号〕抄 

（施行期日） 

 この達は、平成８年10月22日から施行する。 

附 則〔平成８年12月20日海上自衛隊達第33号〕 

この達は、平成９年１月１日から施行する。 

附 則〔平成10年12月２日海上自衛隊達第29号〕 

この達は、平成10年12月８日から施行する。 

附 則〔平成15年１月21日海上自衛隊達第２号〕 

この達は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則〔平成15年12月18日海上自衛隊達第42号〕 

この達は、平成16年１月１日から施行する。 



附 則〔平成17年２月28日海上自衛隊達第３号〕 

この達は、平成17年３月１日から施行する。 

附 則〔平成19年１月９日海上自衛隊達第１号〕抄 

 この達は、平成19年１月９日から施行する。 

   附 則〔平成 20 年４月 30 日海上自衛隊達第 36 号〕 

  この達は、平成 20 年４月 30 日から施行する。 

   附 則〔平成 21 年 10 月 26 日海上自衛隊達第 76 号〕 

 この達は、平成 21 年 10 月 26 日から施行する。ただし、別記様式第１、別記様式第２そ

の１の様式及び別記様式第 10 の改正規定は、平成 22 年４月１日から施行する。 
   附 則〔平成 23 年４月１日海上自衛隊達第７号〕 

 この達は、平成 23 年４月１日から施行する。 

   附 則〔平成 23 年４月１日海上自衛隊達第 11 号〕 

 この達は、平成 23 年４月１日から施行する。 

   附 則〔平成 27 年９月 25 日海上自衛隊達第 20 号〕 

 この達は、平成 27 年 10 月１日から施行する。 

   附 則〔平成 27 年 11 月 27 日海上自衛隊達第 41 号〕 

 この達は、平成 27 年 12 月１日から施行する。 

   附 則〔平成 28 年３月 25 日海上自衛隊達第 11 号〕 

 この達は、平成 28 年４月１日から施行する。 

   附 則〔平成 30 年３月 16 日海上自衛隊達第６号〕 

                                  「潜水艦救難 

 この達は、平成 30 年４月１日から施行する。ただし、別表の改正規定中 

                                   潜水艦救難 
艦 
   を「潜水艦救難艦」に改める部分は、同年３月 20 日から施行する。 
母艦」 

附 則〔平成 31 年３月 27 日海上自衛隊達第５号〕 

 この達は、平成 31 年４月１日から施行する。 
附 則〔平成 31 年４月 26 日海上自衛隊達第 11 号〕 

１ この達は、平成 31 年５月１日から施行する。 
２ この達の施行の日以後において、平成に係る報告、通知等を行う場合にあっては、当

該報告、通知等を行う場合に用いる様式中「令和」とあるのは、「平成」と読み替えるも

のとする。 
３ この達の施行の際、現に存するこの達による改正前の様式による用紙は、当分の間、

これを補正して使用することができる。 
附 則〔令和元年６月 26 日海上自衛隊達第６号〕 

 この達は、次の各号に掲げる区分に従い、それぞれ当該各号に定める日から施行する。



⑴ 第１条の規定 令和元年６月２６日 

 ⑵ 第２条の規定 令和元年７月１８日 
附 則〔令和元年６月 27 日海上自衛隊達第７号〕 

１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存するこの達による改正前の様式による用紙は、当分の間、

これを補正して使用することができる。 
附 則〔令和３年７月６日海上自衛隊達第 25 号〕 

この達は、令和３年７月１１日から施行する。 

附 則（抄）〔令和４年３月 16 日海上自衛隊達第 13 号〕 

（施行期日） 

１ この達は、令和４年３月１７日から施行する。 

附 則〔令和５年６月 21 日海上自衛隊達第 22 号〕 

１ この達は、令和５年７月１日から施行する。 

２ この達による改正後の別記様式第２及び別記様式第１０の様式によって行うべき栄養

素等の表示は、当分の間、なお従前の例によることができる。 

附 則〔令和６年３月７日海上自衛隊達第８号〕 

この達は、令和６年３月８日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別表（第２条、第３条関係） 

給食実施機関 給 食 対 象 部 隊 等 

東京音楽隊 東京音楽隊 

海上自衛隊東京業務隊 海上幕僚監部及び東京都（特別区に限る。）に所在する

部隊等（東京音楽隊を除く。） 

第１術科学校及び海上自

衛隊第２術科学校 

当該学校及び当該学校の所在地と同一の部隊等（第１術

科学校にあっては呉弾薬整備補給所を含む。） 

航空補給処 航空補給処（海上自衛隊航空補給処下総支所を除く。）

及び航空補給処の所在地と同一の部隊等 

病院 当該病院 

掃海隊 当該掃海隊所属の機雷艦艇 

潜水艦基地隊 当該潜水艦基地隊及び当該潜水艦基地隊の所在地と同一

の部隊等 

基地隊 当該基地隊（松前警備所及び掃海隊を除き、阪神基地隊

にあっては仮屋磁気測定所及び由良基地分遣隊を、函館

基地隊にあっては竜飛警備所を含む。） 

航空隊（乙） 当該航空隊（乙）及び当該航空隊（乙）の所在地と同一

の部隊等 

教育隊 当該教育隊及び当該教育隊の所在地と同一の部隊等 

防備隊 当該防備隊及び当該防備隊の所在地と同一の部隊等 

基地業務隊 

当該基地業務隊及び当該基地業務隊の所在地と同一の部

隊等（他の給食実施機関に属さない艦船及び横須賀基地

業務隊にあっては横須賀弾薬整備補給所を、大湊基地業

務隊にあっては大湊弾薬整備補給所を含む。） 

海洋観測所 海洋観測所 

航空基地隊（硫黄島航空

基地隊を除く。） 

当該航空基地隊及び当該航空基地隊の所在地と同一の部

隊等（厚木航空基地隊にあっては硫黄島航空基地隊及び

南鳥島航空派遺隊を、下総航空基地隊にあっては飯岡受

信所及び市原送信所を、鹿屋航空基地隊にあっては鹿児

島音響測定所を含む。） 

護衛艦 当該艦 

潜水艦 当該艦 

掃海母艦 

輸送艦 

練習艦 

練習潜水艦 

当該艦艇 



訓練支援艦 

海洋観測艦 

音響測定艦 

砕氷艦 

敷設艦 

潜水艦救難艦 

試験艦 

試験潜水艦 

補給艦 

基地分遣隊（由良基地分

遣隊を除く。） 

当該基地分遣隊（奄美基地分遣隊にあっては喜界島通信所

を含む。） 

船越基地業務分遣隊 船越基地業務分遣隊及び船越基地業務分遣隊の所在地と

同一の部隊等 

松前警備所 松前警備所 

地方総監の定める第２種

支援船 
当該第２種支援船 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１（第19条関係） 

 

備考 

１ 俸給支給機関の長の確認は、次の各号に該当し、俸給支給機関の長から委任を受けた

場合は、当該部隊等の長が確認をすることができる。 

⑴ 遠隔の地に所在して俸給支給機関の長の確認を受けることが困難な給食施設を有す

る部隊等 

⑵ 俸給支給機関の長と分離行動する艦艇 

２ 「加重労作食」とは、艦船乗組員の定額の適用を受ける乗組員に対し、基本食の定額

の範囲内において、夜航海、その他訓練作業等及び停泊時の夜間当直勤務の場合に給食

する食事をいう。 

記載要領 

１ (Ａ)基本食 

⑴ 幹部及び准海尉⑴及び海曹等⑵欄は無料給食該当者人員を記入し、（災害派遣等に

よる無料給食を除く。）人員の異動があつた場合は異動事項を記事欄に記入する。 

⑵ 隊（艦）内喫食等、現品及び携行食欄には、有料給食人員を含めない。 

⑶ 災害派遣、地震防災派遣、原子力災害派遣、演習等による無料給食の場合は、記事

欄にその理由を記入する。 

⑷ 携行食の食数は実際に喫食する食別欄に記入する。 

⑸ 不給食欄は、営内海曹等を対象とし、列車食等（輸送の途中（車中、船中等）及び

部外宿泊施設に滞在中に支給する食事をいう。）を支給した人員及び他の給食実施機

関に給食依頼をした人員並びに現品又は携行食を支給した人員は含めない。 

年 月 日 曜

食数管理単位

災 震 原 遣 よ

害 防 子 、 る

派 災 力 演 無

遣 派 災 習 料

、 遣 害 等 給

地 、 派 に 食

（日本産業規格Ａ列４番）

食 需 伝 票

(3)               　　     名

                　　       名

記
事

昼 名 営内者３食                 　　       名

夕

有
料
給
食
者

朝 名 休
暇
人
員

営外者昼食

名 計

計

記
事

海　　曹　　等

計
営　　　外　　　者

(4)
営
内

者

幹　　　　　部

准　　海　　尉

夕
区別

食別 朝 昼 夕 その他

(Ｄ)　　機　　　　上　　　　食
昼

朝

内
喫

記
事

食

（　） （　） （　）
隊

弁

当

准
海
尉

幹
　
部

海
曹
等

(艦)

不

給

食

隊(艦)内喫食
航
空
弁
当

計
不
給
食

給

食

額

対

象

人

員

食

別

区

分
隊(艦)内喫食等 現

　
品

携

行

食

計

演  習  等
増  加  食

夜
　

食

准 海 尉

海 曹 等 (2)          名 営 内 者 (2)                      名

幹　　　部
(1)          名 加 　重

労作食
名

営 外 者 (1)                      名

俸給支給機関の長

(A) 基 本 食 (B)　加　　　　給　　　　食 (Ｃ)　　増　　　　加　　　　食



⑹ 有料給食者氏名が記入できない場合は、別紙（様式適宜）に記入し、添付する。 

⑺ 病院及び入院診療を行う医務室を有する衛生隊にあっては本様式を適宜修正して使

用し、定額の異なる隊員の在隊する給食実施機関にあっては別葉とする。 

２ (Ｂ)加給食 

⑴ 不給食欄は、加給食の支給を受けない人員を記入する。（機上食を支給した場合も

含める。） 

⑵ 給食額対象人員欄⑷には⑴＋⑵－⑶の人員を毎日記入する。 

⑶ 休暇人員欄は、休暇のため、営外者は昼食、営内者及び艦船乗組員は３食（朝、

昼、夕）とも支給されない場合のみ記入する。 

⑷ 記事欄は、必要事項を記入する。 

３ (Ｃ)増加食 

⑴ 演習等増加食及び夜食の欄に該当する事項を記入するほか、併給できる増加食があ

る場合は、空欄に記入する。 

⑵ 記事欄は必要事項を記入する。 

４ (Ｄ)機上食 

⑴ それぞれの欄に該当する事項を記入する。 

⑵ 航空機乗員以外の機上食がある場合は、その食数を（  ）で囲み、それぞれ該当

欄に記入する。 

⑶ 記事欄は、必要事項を記入する。 

５ 該当欄のない給食実施機関にあっては、その欄を省略した様式とする。 

６ 通報日時は、前日の1200までとする。ただし、機上食のある場合は1500までとするこ

とができる。また、病院及び入院診療を行う医務室を有する衛生隊にあっては病院長及

び当該衛生隊を給食対象部隊等に含む給食実施機関の長の指定する日時とすることがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第２（第２０条関係） 

 

記載要領 その１ 記事欄には、エネルギー、たんぱく質及び予定金額を記入し、その月

の末日記事欄には１か月平均予定金額を記入する。 

注：１ 艦船にあっては、必要により10日分ごとに作成することができる。 

  ２ 病院及び入院診療を行う医務室を有する衛生隊を給食対象部隊等に含む給食実施

機関にあっては、本様式を適宜修正して使用することができる。 

  ３ 標準献立表に基づき、献立表を作成する給食実施機関にあっては、その２を省略

することができる。 

 

（日本産業規格Ａ列４番）

項　目

隊員別

項　目

隊員別

葉酸

(µg)

パン

トテ

ン酸

(mg)

ビオ

チン

(µg)

C

(mg)

モリブ

デン

(µg)

A
(µgRAE)

D

(µg)

K

(µg)

B1

(mg)

B2

(mg)

ナイ

アシ

ン

(mgNE

ミネラル ビタミン

ナトリ

ウム

(mg)

カリウ

ム

(mg)

カルシ

ウム

(mg)

B6

(mg)

B12

(µg)

E

(mg)

マグネ

シウム

(mg)

リン

(mg)

鉄

(mg)

亜鉛

(mg)

銅

(mg)

マンガ

ン

(mg)

ヨウ素

(µg)

セレン

(µg)

クロム

(µg)

たんぱく質

(g)

脂質

(g)

月間予定栄養摂取量

炭水化物

(g) 食物繊維

(g)

エネルギー

(kcal)

食塩相当量

(g)

エネルギー産生

栄養素バランス

(%ｴﾈﾙｷﾞｰ)飽和

(%ｴﾈﾙｷﾞｰ)

n-6系

(g)

n-3系

(g)

脂肪酸水

(L)

ｇ

品　名 数量

ｇｇ ｇ ｇ ｇ

1 人 1 か 月 使 用 予 定 数 量

品　名 数量 品　名 数量 品　名 数量 品　名 数量 品　名 数量 品　名 数量

記

事

　その２

ｇ

夕

料理名 料理名 料理名
　　材料 使用数量 　　材料 使用数量 　　材料 使用数量

昼

料理名 料理名 料理名

　　材料 使用数量 　　材料 使用数量 　　材料

（　　年　　月分）

日（曜） 日（曜） 日（曜）

使用数量

使用数量

朝
料理名 料理名 料理名
　　材料 使用数量 　　材料 使用数量 　　材料

　その１
標  準  献  立  表　（　　　用）

（献　立　表） （給食実施機関名）

造修補給所名



別記様式第３（第２１条関係） 

（番 号） 

年  月  日 

         殿 

俸給支給機関の長     

又は旅行命令権者名    

給 食 依 頼 書 

下記のとおり給食を依頼する。 

記 

 

区  分 
給 食 者 

区    分 
人員 期      間 延食数等 

基 

本 

食 

（Ａ） 

幹  部 
准 海 尉 

 月 日 食～  月 日 食 食 

海 曹 等  月 日 食～  月 日 食 食 

（Ｂ） 

幹    部 
准 海 尉 

 月 日 食～  月 日 食 食 

海 曹 等  月 日 食～  月 日 食 食 

事務官等  月 日 食～  月 日 食 食 

機 

上 

食 

幹    部 
准 海 尉 

 月 日 食～  月 日 食 食 

海 曹 等  月 日 食～  月 日 食 食 

加 

給

食 

増 

加 

食 

幹    部 
准 海 尉 

 月 日  ～  月 日 日 

海 曹 等 
 

月 日  ～  月 日 日 

代表者名 

 航 空 
加給食 

潜 水 
円 

増加食 円 

依頼理由 

 

有 料 
食事代 

無 料 
 

（日本産業規格Ａ列４番） 

記載要領 

１ (A)欄は艦船乗組員及び学校派遣の幹部及び准海尉の学生並びに営舎内居住の海曹等

とし、(B)欄はそれ以外の者とする。 

２ 加給食、増加食及び食事代については、それぞれ該当事項を〇で囲み、空欄は該当事

項を記入する。 

３ 他幕へ依頼する場合のみ加給食及び増加食の定額を記入する。 

 

 



別記様式第４（第２２条関係） 

 

記載要領 

１ 給食担当官が食需伝票等における該当欄を集計記入する。 

２ 定額の異なる隊員の在隊する給食実施機関にあっては別葉とし、病院及び入院診療を

行う医務室を有する衛生隊を給食対象部隊等に含む給食実施機関にあっては、本様式を

適宜修正して使用する。 

３ 該当欄のない給食実施機関にあっては、それぞれ欄を省略した様式とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番）

有料給

食（給

食依頼

有料を

含む）

給食依頼

（無料）

夕

月　分　計

朝

昼

昼

夕

旬　　計

朝

計

日

( )

朝

昼

夕

アメリカ合

衆国等の

軍隊に対

する増加

食又は加

給食

別 隊

(

艦

)

内

喫

食

弁
　
当

災害派遣、地

震防災派遣、

原子力災害

派遣、演習等

による無料給

食

部 　　外　　 者

携

行

食

総

計

不

給

食

増加食

(B)

契

約

業

者

教育訓

練を受

ける部

外者

アメリカ

合衆国

等の軍

隊（曜） 別 (A)

加給食 機

上

食

隊(艦)内

喫　　 食

航
空
弁
当

給

食

額

対

象

人

員

幹准

　　海

部尉

海

曹

等

給 食 人 員 集 計 表
給食実施機関の長 給食担当官 係 （　　年　　月　　旬分）

区 隊　 （ 　艦 　） 　内 　喫 　食　 等 現

品

計日 食

視

察

見

学

者



別記様式第５（第２４条関係） 

検  食  簿 

年  月  日（  ） 

 

 献 立 名 等 副 長 等 所 見 食品衛生管理官所見 

朝 

室温：   湿度： 

検食時刻： 

異味・異臭・異物：有・無 

食事の適否：適・否 

炊飯：  切込： 

味付： 

その他： 

 

氏階級 

検食時刻： 

異味・異臭・異物：有・無 

食事の適否：適・否 

その他： 

 

 

 

氏階級 

昼 

室温：   湿度： 

検食時刻： 

異味・異臭・異物：有・無 

食事の適否：適・否 

炊飯：  切込： 

味付： 

その他： 

 

氏階級 

検食時刻： 

異味・異臭・異物：有・無 

食事の適否：適・否 

その他： 

 

 

 

氏階級 

夕 

室温：   湿度： 

検食時刻： 

異味・異臭・異物：有・無 

食事の適否：適・否 

炊飯：  切込： 

味付： 

その他： 

 

氏階級 

検食時刻： 

異味・異臭・異物：有・無 

食事の適否：適・否 

その他： 

 

 

 

氏階級 

記 

 

 

事 

 
加 重 労 作 食 残 飯 発 生 記 録 

 ㎏ 

給食担当官 栄養担当官 調理員長 直  長 

    

（日本産業規格Ａ列４番)    

記載要領 

１  「副長等所見」欄には、検食者が自己の氏階級（例：○○１尉）及び検食時刻、異味・異臭・異物の有

無、食事の適否、炊飯、切込、味付その他について適宜所見を記入する（第２４条第２項ただし書の規定

を適用する場合には、「検食免除」と記入する。）。 

２ 「食品衛生管理官所見」欄には、食品衛生管理官が自己の氏階級（例：○○１尉）及び検食時刻、異

味・異臭・異物の有無、食事の適否その他衛生的事項について適宜所見を記入する（食品衛生管理官が出

張、休暇、病気その他の事由による不在の場合は、「検食者不在」と記入する。）。 

３  残飯の発生量が多い場合は、原因を記事欄に記入する。 

４  毎月末１人１日当たり残飯量を記事欄に記入しておくものとする。 



別記様式第６（第３１条関係） 

整理番号   

部  外  者  食  券 

１  住  所 

２  氏  名 

３  自  年  月  日  食 

至  年  月  日  食 

区    分 食  別 食  数 単  価 金  額 

１  視察見学者 

２  契約業者 

３  教育訓練を受け

る部外者 

４ アメリカ合衆国

等の軍隊 

朝  食    

昼  食    

夕  食    

計    

４ 発   行   者         （給食実施機関の長） 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番) 

記載要領 

１ 整理番号は、会計年度ごとの一連番号とする。 

２ 団体の場合は、代表者の住所及び氏名を記載する。 

３ 区分は、該当するものの番号に〇印をつける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第７（第３５条、第３７条関係） 

（番 号） 

年 月 日 

海上幕僚長 殿 

（報告責任者） 

 

令和  年度給食審査実施報告 

 

標記について、海上自衛隊の給食実施の手続に関する達（昭和４１年海上自衛隊達第１

９号）第３５条第２項の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 審査した機関名 

２ 審査の重点項目 

３ 審査の結果 

⑴ 給食方針の成果概要 

⑵ 推奨し普及すべき改善事項 

⑶ 特に指導を要する事項及び問題点 

⑷ 上級機関において処置すべき事項 

⑸ 優秀給食実施機関名及びその実績 

４ その他 

⑴ 食品衛生管理官、栄養担当官充足状況 

区 分 

項 目 

配置給食実施機関 未配置給 
食実施機 
関 

記  事 
専 任 兼 任 計 

食品衛生管理官      

栄 養 担 当 官      

⑵ 給食関係表彰等実施状況 

種別
賞        詞 賞        状 

合計 
級別

２級 ３級 ４級 ５級 計 ２級 ３級 ４級 ５級 計 
項目  

給食全般 
           

給食施設

の改善 

           

給食に要
する器材
の改善 

           

そ の 他            

計 
           

 



別記様式第８（第３７条関係） 

 

記載要領 

１ 「定額等区分欄」 

定額が異なるものごと（隊員の有料給食及び部外者給食で１日の定額が各食別の１食

の単価（以下「有料定額」という。）の異なるごと）に別行とする。 

２ 「⑴欄」 

基本食の項――基本食の月間延給食数 

機上食の項――機上食の月間延給食数    給食人員集計表 

加給食の項――加給食給食額対象人員の月  から転記する。 

間延給食数 

３ 「⑵欄」 

基本食の項――⑴ ⑵ 有料定額×「⑵欄」 

 

機上食の項    
――定額×「⑴欄」 

加給食の項 

増加食の項――その月（四半期）の割当額 

４ 「⑶欄」 

前月分（前四半期分）給食額計算書の「⒂欄」の金額（本欄以下「⑻」「⑼」「⒀」

「⒁」欄を除く。）基本食の項にあっては、定額の異なる場合を除き定額と前項に掲げ

る有料定額は合算して１行で記入することができる。 

５ 「⑷欄」 

「⑵欄」＋「⑶欄」の合計額 

６ 「⑸欄」 

（番号）　　　　　　

年　　月　　日　　

殿

給食限度額

合　計

合　計

合　計

（日本産業規格Ａ列４番）

基

本

食

機 上 食

加

給

食

増

加

食

記　事本 月 分 前　月
（前四
半期）
残額⑶

計
⑷

使 用 金 額
延給食数

⑻
平均給
食額⑼

使 用 金 額

計
⑿

金　額
⑵

非常用
糧食⑸

平常用
糧食⑹

計
⑺

使用実績 使  用  実  績　  累  計

給食限
度額残
額　⒂名　称

非常用
糧食⑽

平常用
糧食⑾

定額又は
１食単価

延給食数
⑴

  給  食  額  計  算  書（総括表）

（令和　　年　　月分）　　　

（令和　　年度第／四半期分） （報告責任者）

延給食数
⒀

平均給
食額⒁

食
事
区
分

定額等区分

本　　　　　月
（第／四半期）

本　　　　　月
（第／四半期）

定額×「⑴欄」 

３ 



本月分糧食出庫伝票 

７ 「⑹欄」 

本月分糧食出庫伝票と生糧品請求表の集計 

８ 「⑺欄」 

「⑸欄」＋「⑹欄」の合計額 

９ 「⑻欄」 

増加食の項――本月分給食人員集計表の集計数 

10 「⑼欄」 

増加食の項――「⑺欄」÷「⑻欄」 

11  「⑽」「⑾」「⑿」「⒀」欄 

基本食の項 

機上食の項 

加給食の項 

 前月分（前四半期分）給食額計算書の「⑽」 
「⑾」「⑿」「⒀」欄＋それぞれ本月分（本四
半期分）給食額計算書「⑸」「⑹」「⑺」「⑴」
欄 

 

 

増加食の項――前月分（前四半期分）給食額計算書の「⑽」「⑾」「⑿」「⒀」欄＋そ

れぞれ本月分（本四半期分）給食額計算書「⑸」「⑹」「⑺」「⑻」欄 

12 「⒁欄」 

増加食の項――「⑿欄」÷「⒀欄」 

13 「⒂欄」 

「⑷欄」－「⑺欄」 

14 記事欄には、次の事項を記入するものとし、当該事項のない場合もその旨を記入す

る。 

⑴ 本月分（本四半期分）延不給食数（本年度分累計） 

⑵ 前月分（前四半期分）までの誤記等を訂正した場合は、その訂正の内容 

⑶ その他必要な事項 

15 「⑵欄」の端数処理については整数未満の端数があるときはその端数を四捨五入し、

「⑼欄」及び「⒁欄」の端数処理については小数点以下３位未満の端数があるときはそ

の端数を四捨五入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第９（第３７条関係） 

部外者給食実績報告（総括表）    （番号） 

殿（令和  年度分）       年 月 日 

（報告責任者） 

項目 

 

 

 

月別 

訓令第２５条第１項第４号の

規定による者 

訓令第２５条第

１項第３号の規

定による者 

訓令第２５条第

１項第１号及び

第２号の規定に

よる者 

視察見学者 

（注１） 
契 約 業 者 

教育訓練を受け 

る部外者 

アメリカ合衆国

等の軍隊(注２) 

４月 食 食 食 食 

５月     

６月     

７月     

８月     

９月     

１０月     

１１月     

１２月     

１月     

２月     

３月     

計     

 (日本産業規格Ａ列４番) 

注１ 海外派遣訓練等に参加又は従事する艦船については、視察見学者に含めるも

のとする。 

注２ 物品役務相互提供による食事の提供については、アメリカ合衆国等の軍隊に

含めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１０（第３７条関係） 

 

記載要領 

１ 隊員別欄は、艦船乗組員、陸上勤務員、ジェット機乗員、その他の航空機乗員、自衛

官候補生等・幹部候補生等、自衛隊の病院又は医務室に入院中の患者、特別警備隊員及

び水中処分員に区分して記入する。 

２ 給食実施機関の長は毎年度末、「日本食品標準成分表」(文部科学省 科学技術・学

術審議会資源調査分科会）を参考とし、当該年度の生糧品請求票、糧食出庫伝票（携行

食を含む。）及び検食簿等から栄養管理年報を作成する。 

 

 

 

項　目

隊員別

項　目

隊員別

藻類 魚介類 肉類

（日本産業規格Ａ列４番）

穀類 いも類
砂糖・甘

味料類
豆類

発　生　量
払　下　げ　金　額 １人１日当たり発生量

１人１日当たり
払下げ金額

備　　考
払　下　げ

ナイア

シン

(mgNE)

B6

(mg)

B12

(µg)

葉酸

(µg)

パント

テン酸

(mg)

ビオチ

ン

(µg)

C

(mg)

ミネラル ビタミン

ナトリ

ウム

(mg)

カリウ

ム

(mg)

カルシ

ウム

(mg)

マグネ

シウム

(mg)

リン

(mg)

鉄

(mg)

亜鉛

(mg)

銅

(mg)

マンガ

ン

(mg)

ヨウ素

(µg)

セレン

(µg)

クロム

(µg)

モリブ

デン

(µg)

A

(µ

gRAE)

D

(µg)

E

(mg)

K

(µg)

B1

(mg)

B2

(mg)

食塩相当量

(g)

脂肪酸
食物繊維

(g)
飽和

(%ｴﾈﾙｷﾞｰ)

n-6系

(g)

n-3系

(g)

廃　　棄 計

３　残飯発生状況

２　食品類別摂取状況 (１人１日当たり可食量）
食品類別

種実類 果実類

アルコー

ル(料理

用)

乳類野菜類 菓子類卵類きのこ類

１　栄養摂取状況 (１人１日当たり） （報告責任者）

栄　　 養　　 管　　 理　　 年　　 報（総括表）
（令和　　年度分） （番　号）

隊員別
油脂類

調味料・

香辛料類

殿
年　月　日

エネルギー

(kcal)

(参考)

水

(L)

たんぱく質

(g)

脂質

(g)

炭水化物

(g)

エネルギー産生

栄養素バランス

(%ｴﾈﾙｷﾞｰ)


